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第 1 法人文書３ 

１ 法２条２項について 

(1)  法人文書３の総論について 

 処分庁は、本件異議申立後、理由説明書提出段階になってはじめて、法人文書３

が、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（以下、「法」という）２条

２項に定める「法人文書」に該当しないとの主張を追加してきた。 

 法人文書３が、「法人文書」に該当することが明らかなことは、後述するとおりで

あるが、処分庁自身、本件開示決定処分において、法人文書３については、不開示

理由として法５条４号ホ及び同号ニに該当するとして全部不開示としているのであ

るから、その前提として法人文書３が「法人文書」であると判断していたことは、

明白な事実である（なお本件開示請求は、平成１９年１２月１３日であり、決定期

間の延長があり、開示決定は平成２０年２月１２日であるが、処分庁はこれだけの

期間慎重に検討したうえで、法人文書３は「法人文書」と判断しているのである）。 

法人文書３が「法人文書」に該当しない、との処分庁の理由説明書における新た

な主張は、異議申立段階になって、不開示理由を追加してきたものであって、行政

手続法８条が不開示処分に理由付記を要求する趣旨から、そもそも原則として許さ

れるべきではないが、この点は措くとしても、処分庁自身が本件開示決定において

法人文書３を「法人文書」と判断した事実は、法人文書３が「法人文書」であるこ

との重要な証左というべきである。 

 

(2) 法２条２項の「法人文書」とりわけ「組織共用文書」の意義 

処分庁は、法２条２項の「当該独立行政法人等の役員又は職員が組織的に用いる

もの」いわゆる組織共用文書の意義について明らかにしていないので、まずこれを

明らかにする。 

組織共用文書とは、一般に次の要件を満たすことをいう。つまり、 
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① 文書の作成・取得状況 

② 文書の利用状況 

③ 文書の保存・廃棄状況 

などを総合的に考慮して「組織としての利用を予定したものかどうか」を実質的に

判断すべきである（総務省行政管理局編集「詳解情報公開法」24頁も同様）。 

 そこで、これを前提に、本件の法人文書３が組織共用文書に該当するかどうかを、

以下、検討する。 

 

(3) 本件の検討 

ア 結論 

結論を先に述べれば、法人文書３は法２条２項の組織共用文書に該当する。 

イ 理由 

(ｱ) 法人文書３の性質 

〈実験ノートは、自分のやった実験の方法と結果を保存しておく記録である。〉

（甲２．93 頁）。従って、基本的に研究者自身のために記録するものである。従っ

て、もしその研究が一個人で遂行され、しかも純粋に当該個人のためのものならば、

その実験ノートを私的なものと考えてもよいだろう。 

しかし、今日の科学研究は、共同の研究者たちで遂行され、なおかつ組織の研究

施設と組織の研究費を通じて遂行されるのが常態である。その場合、個々の研究者

が作成する実験ノートはもはや私的なものではあり得ない。この場合、実験ノート

の所有権は研究室にあり、研究者にはないからである。 

この点について、日米の研究者による「実験ノート」に関する解説書ではいずれ

も次のように書かれている。 

〈ラボノート（申立人注：実験ノートの別名）は個人的な記録ではなく、研究室に

帰属し、研究室において継続的に管理されるものだからである。より正確に述べる
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ならば、研究室自体が法人格をもっているわけではないため、ラボノートは大学や

研究機関の財産であって、そのうえで、それぞれの研究室が管理を任されていると

考えるのが妥当であろう〉（甲１．21頁のコラム欄） 

〈ラボノートは個人で購入、準備して個人所有・個人管理とするものではなく、機

関（大学・企業などのこと）から配布され、機関に帰属するもの、とするのが原則

である〉（同上。89頁） 

〈実験ノートは研究室の所有物であり、研究者の所有物ではありません〉（甲２．

101頁） 

 実験ノートが研究室の所有物であるという意味は、１つには、研究室のリーダー

は研究の運営を行うにあたって、研究室の構成メンバーの研究の進捗状況を把握し、

的確なアドバイスをする必要があるが、そのためには、定期的に研究室の各メンバ

ーが作成した実験ノートに目を通す必要があるということであり、また１つには、

研究室のメンバー同士が互いに実験ノートを見せ合い、知を共有することで、研究

を効率よく進めることができるということである（以上、甲１。18～20頁）。 

ここから、自ずと実験ノートの管理方法も、個人管理はあり得ず、実験ノートが

〈機関帰属であるからには、その機関の財産として、機関が明確な取り扱い・管理

規定を設けて扱うのは当然である〉（甲１．89 頁）というやり方が導かれる。その

結果、保管方法について〈ラボノートは施錠できる書棚などに保管し、使用済みの

保管ラボノートの貸し出し(閲覧)は、一定の制限を設ける必要がある〉（甲１．101

頁）とされ、また保存期間も〈ノートの保存は、少なくとも 30年、理想的には 50

年保存すべきである〉（甲１．10２頁）。 

そして、処分庁が実施した「ディフェンシン遺伝子を導入した組み換えイネ系統

の屋内栽培実験」及び「カラシナ由来の抗菌性タンパク質をもつ複合耐病性イネ系

統の隔離圃場栽培実験」に関する研究（以下、前者を本屋内栽培実験、後者を本隔

離圃場栽培実験、両者を総称して本研究プロジェクトという）は研究チームの手に
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より、処分庁の研究施設を使い、公費でもって遂行されたものであり、本研究プロ

ジェクトの構成メンバーたちが作成し、現在、処分庁の手で保管されている実験ノ

ートが法人文書３であるから、法人文書３はまさしく、前述した実験ノートの典型

にほかならない（この点については処分庁も理由説明書で争っていない）。 

そこで、以上から明らかな通り、法人文書３は典型的な実験ノートとして、次の

性質を有することが認められる。 

ａ 法人文書３は処分庁の所有物であって、本研究プロジェクトの構成メンバーの

所有物ではない。 

ｂ 法人文書３は本研究プロジェクトのリーダーが目を通し、他のメンバーと見せ

合って情報を共有するために利用される。 

ｃ 法人文書３は研究プロジェクトの構成メンバーが勝手に処分できるものではな

く、処分庁が管理し、現在も保存している。 

 

(ｲ) 組織共用文書の要件へのあてはめ 

従って、このような性質を有する法人文書３は、 

① 文書の作成・取得状況 

② 文書の利用状況 

③ 文書の保存・廃棄状況 

等を総合的に考慮して判断すれば、組織共用文書に該当することが明々白々である。 

 

２ 民事訴訟法２２０条４号ニとの不均衡の論点の本来の順番について 

処分庁は、前記第１、１の論点の次に、なおかつ後記第 1、３または４の論点で

ある、不開示事由である法５条４号ホまたはニの検討の前に、民事訴訟法２２０条

４号ニとの不均衡（以下、本論点という）を問題にし、次のように主張するが、 

〈仮に、独立行政法人が、法人文書開示請求によって「専ら文書の所持者の利用に
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供するための文書」を開示しなくてはならないとすると、民事訴訟においてすら提

出拒否が認められている「自己使用目的文書」の開示が強制されることとなるが、

かような不均衡の事態を法が許容しているとは到底考えられず〉（３頁３、１）） 

本論点の検討を不開示事由である法５条４号ホまたはニの検討の前にするのはお

かしい。 

なぜなら、上記主張は、本来なら法５条４号ホまたはニの主張がすべて否定され、

開示請求が肯定されたあとに初めて登場する論点だからである。それゆえ、申立人

は本論点の検討を最後の第 1、５に回すことにする。 

 

３ 法５条４号ホについて 

(1) 「公にすることにより、調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂

行を不当に阻害するおそれ」があるものの意義について 

 この点、処分庁は、次の通り、東京地方裁判所平成１６年１２月２４日判決を引

用する。 

〈調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ

があるもの(同号ハ)の有無は、その事務又は事業の目的、その目的達成のための手

法等に応じて判断されるべきである。情報公開法第 5条第 6号ハの趣旨は、国の機

関又は地方公共団体が行う調査研究の成果については・社会・国民等にあまねく還

元することが原則であるが、成果を上げるためには、従事する職員が、その発想、

創意工夫等を最大限発揮できるようにすることが重要であり、調査研究に関する事

務の中には、(１）知的財産権に関する情報、調査研究の途中段階の情報などで、一

定の期日以前に公にすることにより成果を広く国民に適正に提供する目的を損ね、

特定の者に不当な利益や不利益を及ぼすおそれがあるもの、(２)試行錯誤の段階の

ものについて、公にすることにより、自由な発想、創意工夫や研究意欲が不当に妨

げられ、減退するなど、能率的な遂行を不当に阻害するおそれがある場合があるた
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め、このような情報を不開示情報としたものであると解される。〉（６頁３）(１) ①） 

これに対し、申立人も基本的にこの解釈（総務省行政管理局編集「詳解情報公開

法」81頁も同様）に同意する。 

問題は、本件の法人文書３が果してこれに該当するかである。以下、この点につ

いて申立人の主張を詳述する。 

 

(2) 本件の検討 

ア 結論 

 結論を先に述べれば、法人文書３は法５条４号ホの不開示情報に該当しない。 

イ 理由 

(ｱ) 実験ノートの本質部分 

 法人文書３は、いわゆる実験ノート或いはラボノート等と呼ばれているもので、

それは〈自分のやった実験の方法と結果を保存しておく記録〉（甲２。93 頁）であ

る。実験ノートとは〈研究室が火事になったら、まっさきにつかむ〉くらい重要な

ものである。その理由は、研究において〈実験の生データより大切なものはありま

せん〉という指摘の通り、実験ノートには実験の生データが書かれているからであ

る。従って、たとえ研究室が火事で焼けて論文や実験装置が焼け落ちても、実験〈ノ

ートがあれば（再び）論文が書けるし、（再び）実験計画が立てられるし、その実験

結果をもとにいろいろ組みたてていけるからです〉（同上。但し、括弧内は申立人の

注記）。 

 2002年に発覚し世界中を震撼させたベル研究所の論文結像事件を取材し「至上空

前の論文捏造」の番組を制作したＮＨＫのディレクターは、その後、日本で 2005

年９月に発覚した東大 RNA研究者の論文捏造事件に関して、こう述べている。〈実

際に実験を行なっていたとされる研究者は捏造を否定しており、もともと生のデー

タを保存しておらず、実験ノートもとっていなかった、と述べている。が、実験ノ
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ートがないこと自体、そもそも研究者の基本としてありえない話であり、捏造を疑

われるのも当然のことである〉（甲２．７頁） 

 すなわち、実験ノートの核心部分とは実験の生データという客観的な事実を記録

する点にあって、研究者のアイデアや意見ではない。 

それゆえ、実験の生データという客観的事実の記録という核心部分について、実

験ノートは、上記判例が指摘する(１) 知的財産権に関する情報、調査研究の途中段

階の問題は基本的に生じない。なぜなら、特許などの知的財産権が保護する対象は

あくまでも「創作性のある技術的思想（アイデア）」（特許法２条１項参照）であっ

て、実験の生データといった客観的事実ではないからである。 

また、上記判例が指摘する(２) 試行錯誤の段階の問題も生じない。なぜなら、試

行錯誤とは研究者自身の理論や構想に生ずるものであって、客観的事実に試行錯誤

はあり得ないからである。 

以上から、実験の生データという実験ノートの核心部分に着目する限り、上記判

例が指摘する非開示を正当化する事情は認められない。 

 

(ｲ) 実験ノートの付随部分 

とはいえ、実験ノートに研究者のアイデアや意見が書かれない訳ではない。そこ

で、付随的とはいえ、このような研究者のアイデアや意見の部分について、本件の

実験ノートにおいて上記判例が指摘する非開示を正当化する事情が認められるだろ

うか。 

結論として、少なくとも本件の実験ノートに関する限り、たとえそこに研究者の

アイデアや意見が記載されていようと、当該記載について上記判例が指摘する非開

示を正当化する事情を認めることはできない。 

 その理由は本件の実験ノートに記載された本研究プロジェクトは、現在の段階に

おいて基本的に終了したものであり、そのためもはや(１) 知的財産権に関する情報、
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調査研究の途中段階の問題も(２) 試行錯誤の段階の問題も生じる余地がないから

である。以下、これについて詳述する。 

(a) 知的財産権に関する情報、調査研究の途中段階の問題 

本研究プロジェクトは 1998年頃から開始され、その研究成果を踏まえて 2001年

９月 18 日に「複合病害抵抗性を示す形質転換植物」という名称で特許出願され、

その後、進歩性がない（当業者が容易に思いつくような発明である。特許法 29 条

２項）等の理由で拒絶査定されたため、処分庁が不服審判を申立てた末、ようやく

特許成立にこぎ着けた発明がある（甲３・４。公開公報。経過情報）。しかし、処分

庁は本研究プロジェクトに関して、上記発明以外、１件も特許出願をしていない。

昨今の万能細胞の熾烈な開発競争からも明らかな通り、研究開発においては特許出

願も一分一秒を争う競争である。それゆえ、1998年に開始された本研究プロジェク

トが、2001年９月 18日の特許出願以外に、その後今日までの７年間に１件もない

ということは、もはや特許出願するような知的財産権の情報が本研究プロジェクト

にはないと考えるのが知的財産権の常識に適っている。 

したがって、本研究プロジェクトは、現在の段階で、上記判例が指摘する(１) 知

的財産権に関する情報、調査研究の途中段階の問題は何もない。 

(b) 試行錯誤の段階の問題１ 

本研究プロジェクトの研究のリーダーは川田元滋氏であり、研究推進責任者は田

中宥司である（甲６．処分庁発表のプレス記事の末尾の一覧表参照。また、甲３よ

り、川田氏が上記特許発明の発明者として筆頭に記載されていることからも明らか

であろう）。両名は、遅くとも甲６が発表された 2003 年以降、本研究プロジェクト

の中心となって新潟県上越市にある処分庁の北陸研究センターで研究を推進して来

た。 

ところが、本研究プロジェクトの中心メンバーである両名は、2006年の本隔離圃

場栽培実験終了後に、研究施設のある上越市の北陸研究センターから離れ、茨城県



 10

つくば市に異動となった（川田氏については、現在所属する作物研究所のホームペ

ージ〈甲７〉参照）。 

しかし、そもそも一般に、研究途上において、とりわけ本件のような植物の研究

途上において、研究のリーダーが研究施設を異動するということは、よほどの特段

の事情がない限り、行なわないのが科学研究の常識である。 

 なぜなら、研究施設を異動するためには、研究のインフラを一から作り上げる必

要があり、とりわけ植物の場合には土壌から生育環境全般にわたって、そのちがい

をひとつひとつ検証する必要があり、この作業は並々ならぬことだからである（室

内実験ですらそうであるのに、ましてや、本件のような屋外実験の場合はなおさら

である）。 

従って、研究が継続中であれば、そのような無謀なことは通常はしない。にもか

かわらず、このようなことをしたというのは、本研究プロジェクトがもはや研究継

続中ではない、つまり本研究プロジェクトはひとまず終わったと解するのが最も合

理的である。 

以上から、本研究プロジェクトは、現在の段階で、上記判例が指摘する(２) 試行

錯誤の段階の問題も生じない。 

(c) 試行錯誤の段階の問題２ 

 処分庁は、これまで、本研究プロジェクトを推進するにあたって、その節目節目

に、下記の通り、学会発表・論文発表やプレス発表をくり返し行なって、本研究プ

ロジェクトの研究成果をアピールして来た。 

記 

① 2001年 10月 3日 記者発表資料「いもち病と白葉枯病に強い、複合病害抵抗

性組換えイネ系統の作出に成功！」（甲８） 

② 2001 年 10 月 7～8 日第 100 回日本育種学会に発表「ディフェンシン遺伝子を

導入した組換えイネ系統は複合病害抵抗性を示す」 
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③ 2003年 12月 22日 プレスリリース「が国独自の技術で安心な組換えイネを開

発－大規模な減農薬栽培を実現する成果」（甲５） 

④ 2006年３月日本育種学会講演会に発表「カラシナ・ディフェンシン遺伝子導入

耐病性イネの隔離圃場栽培実験（中間報告）」 

⑤ 2007年３月日本育種学会講演会に発表「カラシナ・ディフェンシン遺伝子導入

耐病性イネの隔離圃場栽培実験の結果概要」 

 しかるに、事前に世に華々しくアピールされた本隔離圃場栽培実験終了（2006

年）後は、その少し後に上記⑤で簡単な概要を発表した以外、学会発表も論文発表

もプレス発表も何ひとつやっていない。これまで昨年と一昨年と学会発表して来た

日本育種学会でも、処分庁は本年度は春と秋の講演会に１つも発表していない。 

また、本研究プロジェクトのリーダーの川田氏が現在所属する作物研究所のホー

ムページ（甲５）の「最近の主要論文」のコーナーにも、本研究プロジェクトの最

近の論文は何も掲載されていない。 

これは、本研究プロジェクトが現在の時点で、従来のように世に公表すべき研究

成果がなくなったこと、つまりは、前記のリーダーの研究施設の異動という事実と

合わせて考えれば、本研究プロジェクトは実際上終結したと解するのが合理的であ

る。 

この意味からも、本研究プロジェクトは、現在の段階で、上記判例が指摘する(２) 

試行錯誤の段階の問題も生じない。 

 

(d) 試行錯誤の段階の問題３ 

さらに、本研究プロジェクトは、現段階ではもちろんのこと、そもそも 2005 年

の本隔離圃場栽培実験の開始時点において、既に試行錯誤の段階の問題はなかった

と解すべきである。 

なぜなら、処分庁は、2005年の本隔離圃場栽培実験に先だって、国に提出する書
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面等に、 

「早急に実用化を図る必要がある」（甲７．栽培実験計画書１頁） 

「本申請はこの組換えイネの実用化を目指しており」（甲８．第一種使用規程承認申

請書 15 頁） 

と宣言していたからである。これは、処分庁がこの段階で、本研究プロジェクトを

「実用化の一歩手前」の段階と考えていたことが明らかである。 

従って、この時点で、処分庁は、本研究プロジェクトについて「試行錯誤の段階」

はとうに過ぎていると考えていたことが明らかである。 

この意味からも、本研究プロジェクトは、現在の段階で、上記判例が指摘する(２) 

試行錯誤の段階の問題も生じない。 

 

(3) 小括 

 以上から、法人文書３は法５条４号ホの不開示情報に該当しないことが明らかで

ある。 

 

４ 法５条４号ニについて 

(1) 「争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等又は地方公共団体の財産上の利

益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ」のある情報の意義について 

ア この点、処分庁は、東京都情報公開審査会の答申第 189号を引用し、次の通り

主張する。 

〈①現在裁判所に係属している訴訟に関する、証拠書類、そのほか訴訟事件に関す

る取扱いの経過、今後の対応方針及び調査結果等が記載された文書など「訴訟に関

する当事者の手の内」が示されている情報であり、 

②情報が公開されると争訟の相手方の訴訟資料となることが予想されるなど、今後

の争訟遂行上著しい支障を及ぼすおそれがあるほか、訴訟法の理念に反し当事者と
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しての地位を不当に害する情報と解するのが相当である。〉（10頁(２)） 

 

イ しかし、法５条４号ニで要件とされている「当事者としての地位を不当に害す

る情報」の意味内容は、当然、わが国の民事訴訟法が訴訟当事者に求めている「信

義誠実の原則」（２条）、そこから導き出される「真実義務」の理念に即したもので

なければならない。 

現行の民事訴訟法（1998年１月施行）は、通則規定の第２条に、当事者の責務と

して、裁判の適正・公正な実現のために信義・誠実に訴訟を追行いなければならな

いとし、訴訟当事者が保持する文書の提出を一般義務化し（同法 220 条以下）、弁

論主義のもとで、より真実に即した裁判の実現を目指している。 

従って、訴訟当事者は、証明対象事実に関連する証拠を隠蔽したり、改ざんする

ことは許されず、たとえ当該証拠が提出されることにより敗訴リスクが高まり訴訟

の遂行が困難になるとしても、そのことを理由に「当事者としての地位を不当に害

する」として当該情報（資料）の開示を拒みうるものではない（例えば、甲 14 の

加藤新太郎「弁護士役割論」271頁以下参照）。 

もとより民事訴訟における真実義務は、当事者に「すべての証拠を自ら提出せよ」

との義務を課すものではないが、文書提出義務の一般化は、敗訴リスクを理由とし

た「提出拒絶」は信義誠実に反するものとして否定されているのであり、さらに加

えて、情報公開法の施行（2001 年４月）により民事訴訟法も改正され（2001 年６

月）、文書提出義務の上で公文書も私文書と同一の規律に服することとなった。 

 独立行政法人に対し情報公開を義務づけた本法の解釈において、このような民事

訴訟の理念を無視し、いたずらに、保有情報の非公開範囲を拡大するとすれば、本

末転倒である。 

 

ウ この点に関し参考となる裁判例として最高裁平成 11年 11月 19日判決（甲 11）
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とその原審である東京高裁平成８年７月１７日判決がある。事案は逗子市の情報公

開条例に関するものであり、同条例が情報の非開示理由としている「争訟の方針に

関する情報」についての解釈が争いとなったものである。高裁判決は、「争訟の方針」

について事実情報と政策情報を峻別し、事実関係に関する情報はこれに該当しない

ことを明らかにし、最高裁判決も「争訟の方針」の解釈を「当該訴訟に即した具体

的方針及び一般的方針」という政策情報（いわゆる「手の内情報」）に限定した（甲

12 参照）。このような政策情報は、本来、公開を前提としない内部情報であり、非

公開に一定の合理性が認められるのに対し、事実情報は、前述した民事訴訟法の理

念に照らし、敗訴リスクの有無にかかわらず公開されるべきものだからである（宇

賀克也「情報公開の理論」146頁等、なお、「自然界の客観的事実、科学的事実、及

びこれについての客観的、科学的分析は意思形成過程情報として非公開の対象とは

ならない」とした安威川ダム訴訟の大阪高裁平成６年６月２９日判決（甲 13）、同

最高裁平成７年４月２７日判決も参照されたい）。 

 

エ のみならず、本研究プロジェクトのような科学研究の分野においては、これを

規律する特許法などの知的財産法の裁判で、一般民事訴訟法以上により真実に即し

た裁判の実現が求められている。すなわち、特許法は 1999 年の改正により、次の

通り、民事訴訟法の特則を設け、真実発見のために協力する義務を一層強化した（甲

15．39～45頁）。 

① 積極否認の特則の導入 

民事訴訟規則 79 条 3 項が準備書面一般の記載事項として否認の理由を求める旨

規定しているのに対し、特許法は、特許権侵害訴訟の適正な審理促進等の観点から、

権利者が主張する侵害行為の具体的態様を否認するときは、自己の行為の具体的態

様を明らかにしなければならない旨の規定（積極否認の特則）を設けた（特許法 104

条の 2）。 
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② 文書提出命令の特則規定 

 もともと特許法 105条１項は、より真実に即した裁判の実現のため、特許権侵害

訴訟における「損害」の立証について書類の提出義務を定めていたが、その内容が

さらに強化され、「侵害」の立証についても書類の提出義務を追加するに至った。 

以上の通り、本件のような科学研究の分野の争訟では、より真実に即した裁判の

実現のため、一般民事裁判以上に情報（書類）の提出義務が定められているのであ

り、法５条４号ニの解釈にあたっても、この点が十分に斟酌されるべきである。 

 

オ 以上から、法５条４号ニの「争訟に係る事務に関し、当事者としての地位を不

当に害する情報」とは、あくまでも争訟に対処するための方針いわゆる政策情報に

関するものに限定されるべきであり、客観的な事実関係を明らかにするいわゆる事

実情報に関するものは含まないと解するのが、前述した判例の動向、現行の民事訴

訟法や知的財産法が求める「真実に基づく裁判」とも合致するものであり、適切で

ある。 

 

(2) 本件の検討 

 そこで、以上の解釈を前提にして、本件の法人文書３が果して法５条４号ニの不

開示情報に該当するかどうかを検討する。 

ア 結論 

結論を先に述べれば、実験ノートである法人文書３は法５条４号ニの不開示情報

に該当しない。 

イ 理由 

第１、３で既述のとおり、実験ノートとは〈実験の方法と結果を保存しておく記

録〉（甲２。93 頁）であり、それが重要なのはそこに実験の生データすなわち客観

的事実が書かれているからである。従って、 
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① 実験ノートでその核心となるものは客観的な事実の記録（実験という観察の記

録、実験データの記録）であって、アイデアや意見ではない。 

② また、アイデアや意見にしても、それはあくまでも実験方法や結果に対する研

究者としてのアイデアや意見にほかならず、具体的なものにせよ一般的なものにせ

よ、非公開を前提とする争訟に対処するための方針（いわゆる政策情報）に関する

ものではあり得ない。 

③ そこで、以上のような性格を有する資料が公開され、仮に、これが係争中の裁

判の証拠として利用されたとしても、それは、前述した通り、現行民事訴訟法が求

める「真実に基づく裁判」に資するものであって、当事者としての地位を不当に侵

害するような結果を招来する可能性は皆無である。 

 

３、小括 

 以上から、法人文書３は法５条４号ニの不開示情報に該当しないことが明らかで

ある。 

 

５ 民事訴訟法２２０条４号ニとの不均衡について 

(1) 前提となる「両者の均衡」について 

処分庁は、法人文書３で文書開示請求が認められた場合には、民事訴訟法２２０

条４号ニと均衡を失すると主張するが、そもそもこうした不均衡を問題とするため

には、その一般的な前提として、そもそも本法と民事訴訟法との間の均衡が、具体

的には、文書提出義務の一般義務化（220 条４号柱書）の例外を定めた民事訴訟法

２２０条４号ニと、情報公開の原則開示義務（法５条柱書）の例外を定めた法５条

４号ホまたはニとの間の均衡が前提になっていなければならない。 

しかし、両者の間にそのような均衡は認めることはできない。なぜなら、そもそ

も、本法による情報公開義務と、民事訴訟法の文書提出義務の規定は立法趣旨は全
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く異なるからである。 

すなわち、本法の目的は、本法１条で明らかにされているように、「この法律は、

国民主権の理念にのっとり、法人文書の開示を請求する権利及び独立行政法人等の

諸活動に関する情報の提供につき定めること等により、独立行政法人等の保有する

情報の一層の公開を図り、もって独立行政法人等の有するその諸活動を国民に説明

する責務が全うされるようにすることを目的とする。」である。これは、国民の生活

に重大な影響をあたえる独立行政法人の活動に鑑み、独立行政法人に対して国民に

よる民主的コントロールを及ぼさせるため、独立行政法人の情報を国民に開示させ

るものであって、国民の知る権利（憲法２１条）を具体化したものである。 

一方、民事訴訟法の文書提出義務の立法趣旨はこれとは全く異なる。すなわち、

私人間の紛争においては、私的自治の原則が妥当する領域であることから、訴訟に

おける判断資料となる証拠の収集は、当事者が自ら行わなければならないとされて

いるが（弁論主義）、しかるに、今日では医療過誤等のいわゆる現代型訴訟において

証拠の偏在による当事者間の不公平が深刻な問題となる中、このような不公平を是

正するために民事訴訟法第２２０条１項で一般的文書提出義務を認めたものである。 

このように、本法による情報公開義務と民事訴訟法の文書提出義務の規定は立法

趣旨が全く異なる。よって、仮に独立行政法人の保有する情報が、その性質上、民

事訴訟法上の文書提出義務の例外文書に該当するとしても、独立行政法人に対し国

民による民主的コントロールを及ぼすために情報公開が必要と判断される場合には、

独立行政法人はその保有する情報を公開すべきであり、それによって法体系に不均

衡が生じることはない。 

 

(2) 具体的な検討 

しかし、仮に処分庁の主張通り、法人文書３が民事訴訟法２２０条４号ニのいわ

ゆる「自己専使用文書」（新堂幸司）に該当するとしても、その場合でもなお処分庁
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に文書提出義務は発生するから、それゆえ、法人文書３で文書開示請求が認められ

た場合と不均衡が生じることはない。その理由は以下の通りである。 

① 民事訴訟法２２０条４号ニは本文と括弧の除外事由とから構成されており、括

弧書により、国又は地方公共団体の組織共用文書は「自己専使用文書」から除

外されている。 

② .独立行政法人の文書もまた、括弧の「国又は地方公共団体の文書」に含まれる

のは当然である。 

③ 本論点は、法５条４号ホまたはニの主張がすべて否定され、開示請求が肯定さ

れた局面が問題となっているから、法人文書３は法２条２項の「法人文書」に

該当すること、つまり組織共用文書に該当することを前提にしている。 

④ 従って、法人文書３は、たとえ民事訴訟法２２０条４号ニ本文の「自己専使用

文書」に該当するとしても、同時に除外事由を定めた括弧の組織共用文書に該

当するから、結局のところ、民事訴訟法２２０条４号ニに該当しないという結

論に至るからである。 

 

 従って、これ以上、法人文書３が民事訴訟法２２０条４号ニの「自己専使用文書」

に該当するかどうかを検討をするまでもなく、以上の検討から、処分庁の言うよう

な不均衡が生ずることはないことが明らかである。 

 

第２ 法人文書２のうち文書４及び文書５ 

１ 不開示部分Ａについて 

 前述した通り、実験〈ノートがあれば論文が書けるし、実験計画が立てられるし、

その実験結果をもとにいろいろ組みたてていける〉（甲２．93 頁）ものであり、い

わゆる研究の報告書である文書４及び文書５もまた実験ノートである法人文書３に

基づいて本研究プロジェクトのメンバーが作成したものである。 
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それゆえ、文書４及び文書５の不開示部分Ａについてこれが法５条４号ホに該当

しないことは、法人文書３について法５条４号ホに該当しない理由を述べた前記第

1、３の主張と同様である。 

もっとも、不開示部分Ａは実験ノートそのものではなく、その種の報告書の常と

して、実験ノートの実験データが整理され、研究者自身の考察、見解が追加されて

いるが、しかし、これらの報告書もまた、実験データのような客観的事実と研究者

のアイデアや意見とから構成される点で実験ノートと変わらない（両者の比重が異

なるだけである）。それゆえ、実験ノートである法人文書３が法５条４号ホに該当し

ない理由をあきらかにした前記の主張がここでもそのまま当てはまる。 

 

２ 不開示部分Ｂについて 

 １で前述したのと同様の理由により、文書４及び文書５の不開示部分Ｂについて

これが法５条４号ニに該当しないことは、法人文書３について法５条４号ニに該当

しない理由を述べた前記第 1、４の主張と同様である。 

 

３ 不開示部分Ｃについて 

 処分庁は、文書４及び文書５の不開示部分Ｃ（研究担当者の職名と氏名）につい

てこれが法５条１号に該当すると主張する。しかし、処分庁は、通常の科学研究の

発表のやり方に則り、本研究プロジェクトの構成メンバーが誰で、どこに所属して

いるかを、これまで、特許情報でも学会発表でもプレス発表でも、くり返し明らか

にしてきた（甲４～８）。そして、文書４及び文書５の不開示部分Ｃ（研究担当者の

職名と氏名）は、処分庁が既に学会等で公表してきた情報とほぼ同一である。そう

だとすれば、不開示部分Ｃは、法５条１号イの「慣行として公にされ、又は公にす

ることが予定されている情報」の除外事由に該当するというべきである。 
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第３ 未決定部分に対する決定の要求 

 最後に、処分庁の未決定について、申立人は早急に処分庁の回答を求める。 

すなわち、申立人が本件情報公開請求において、下記の情報公開を請求したにも

かかわらず、原決定では当該文書の存否も開示の有無についてもいっさい明らかに

されなかった。つまり、以下の情報について未だ何も決定が出されていない状態に

ある。そこで、処分庁は、この点について速やかに決定を下されたい。 

 

本件情報公開請求日までの、ディフェンシン遺伝子を導入した組換えイネについて

の下記の実験に関するすべての情報を含んだ、いずれの記録媒体かのいかんを問わ

ずアナログデータ及びデジタルデータの全体。 

記 

１、1998 年より開始されたディフェンシン遺伝子を導入した組換えイネ系統の屋

内栽培実験 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 


